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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第54期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第53期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 160 144 494

経常損益（百万円） △3 △1 △25

四半期（当期）純損益（百万円） △4 3 △23

純資産額（百万円） 286 362 263

総資産額（百万円） 446 484 364

１株当たり純資産額（円） 126.68 106.95 116.31

１株当たり四半期（当期）純損益金額（円） △1.89 1.72 △10.43

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） 64.3 74.7 72.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2 △20 △10

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△32 15 △12

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△4 96 △26

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） 38 119 28

従業員数（人） 71 68 71

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。　
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　なお、当社の第三者割当増資に伴い、株式会社神戸物産がその他の関係会社となりました。

　 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、当社の第三者割当増資に伴い、以下の会社が新たにその他の関係会社となりま

した。

名称 住所
資本金又は出

資金（千円）
主要な事業の内容

議決権の

被所有割合

（％）　

関係内容

（その他の関係会社）

　株式会社神戸物産　

兵庫県加古郡

稲美町
64,000

業務用食材等の製造、卸売、小売、フ

ランチャイズチェーン運営及び農

業プロジェクト　等　

23.61

業務提携

に関する

基本合意

（注）１　議決権の被所有割合については、当第１四半期連結会計期間末日現在の株主名簿の記載内容が把握できな

いため、直前の基準日（平成22年３月31日）以降に受領した大量保有報告書に基づいて記載しております。

２　株式会社神戸物産は有価証券報告書の提出会社であります。 

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 68 (13)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。

　 

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 13 (9)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
 当第１四半期連結会計期間 
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）　

飲料事業（千円） 80,130 －

珍味事業（千円） 61,691 －

　報告セグメント計（千円） 141,822 －

その他（千円） 8,746 －

合計（千円） 150,568 －

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間 
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

飲料事業（千円） 80,987 －

珍味事業（千円） 54,914 －

　報告セグメント計（千円） 135,902 －

その他（千円） 9,097 －

合計（千円） 144,999 －

　（注）１．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

国分㈱ 30,669 19.1 29,358 20.2

㈱日本アクセス 23,549 14.7 22,692 15.6

㈱菱食 18,987 11.9 15,725 10.8

三井物産㈱ 16,390 10.2 11,269 7.8

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．飲料事業の性質上、夏季を中心とした期間が飲料の需要期にあたるため、各四半期連結会計期間の業績に季

節的変動があります。　

２【事業等のリスク】

　四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性

のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

　事業の継続性に重要な疑義を生じさせるような状況について

　当社グループは、前連結会計年度まで５期連続して営業損失、経常損失及び当期純損失を計上しています。当該状

況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。 

 

３【経営上の重要な契約等】

　平成22年６月14日開催の当社取締役会において、株式会社神戸物産との間で、資本提携及び業務提携に関する基本合

意書の締結を決議しております。　
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

　

（１）経営成績の分析

　当第１四半期における当社グループの連結業績は、前連結会計年度までに実施した事業再建により、販売費及び一般

管理費や支払利息等が大幅に削減され、損益には改善が見られたものの、売上高が減収となったことから営業損益及

び経常損益の黒字化には至らず、売上高は144百万円（前年同四半期比9.5％減）、営業損失0百万円（前年同四半期は

営業損失3百万円）、経常損失1百万円（前年同四半期は経常損失3百万円）、四半期純利益3百万円（前年同四半期は

四半期純損失4百万円）となりました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

①飲料事業

　主力商品である麦茶について、５月以降は好天となり、５月下旬以降の出荷は好調に推移したものの、小売店におけ

る春夏向け商品の取扱い開始時期である４月に積雪が記録されるなど天候に恵まれず、立ち上がりが不調であったこ

とから減収となりました。その他、烏龍茶等既存商品は減収を続けたほか、昨秋に発売開始したそば茶が増収に結び付

かず、売上高80百万円、営業利益11百万円となりました。

②珍味事業

　ビーフジャーキーについて、前期から取扱いを始めた駄菓子店向け商品が好調に推移し、また、大手100円ショップ

チェーンへの納入を開始するなど新規取扱い店の開拓に成功したほか、更に５月の連休が好天に恵まれ既存取扱い店

でもレジャー向けに好調に推移したことから増収で、売上高54百万円、営業利益7百万円となりました。 

③その他　

　業務用商品である乾燥野菜は供給先商品の市場縮小に伴い減収した他、ナルト及びだしのもとも減収で、売上高9百

万円、営業利益0百万円となりました。

　

（２）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は484百万円（前連結会計年度末は446百万円）となり、負債は122百万

円（前連結会計年度末は159百万円）となりました。純資産は第三者割当増資により資本金及び資本準備金がそれぞ

れ49百万円増加したこと等により362百万円（前連結会計年度末は286百万円）となり、自己資本比率は74.7％（前連

結会計年度末は64.3％）となりました。　
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（３）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より91百

万円増加し、119百万円となりました。

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは20百万円の使用（前年同四半期は2百万円の使用）となりました。これは主に

売上債権の増加やたな卸資産の増加等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは15百万円の獲得（前年同四半期は32百万円の使用）となりました。これは主

に投資有価証券の売却による収入によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは96百万円の獲得（前年同四半期は4百万円の使用）となりました。これは株式

の発行による収入及びリース債務の支出によるものであります。

　

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

（５）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、3,310千円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

（６）継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況の分析と対応策　

当社グループは、前連結会計年度まで５期連続して営業損失、経常損失及び当期純損失を計上していることから、継

続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

当社グループは、当該状況を解消・改善すべく、取締役会及び常務会が中心となって策定した事業再建計画に従っ

て前連結会計年度までに、役員報酬、社員給与及び子会社管理職社員の減俸、本社組織の簡素化、本社不動産の売却、不

採算事業及び子会社からの撤退、国内工場の統廃合及び廃止工場不動産の売却、有利子負債の完済、本社機能の移転に

伴う賃借料等の削減を行ってまいりました。

また、当連結会計年度においても、引き続き一般経費の圧縮や営業力及び商品開発力の強化を図るなど、財務状況の

改善に継続的に努めております。

更に、当社は平成22年６月14日開催の取締役会において、株式会社神戸物産との間で資本提携及び業務提携に関す

る基本合意書を締結することを決議いたしました。これに伴い、商品の安定的な販路が確保され、売上高の安定的な計

上と損益の健全化が見込まれるほか、資本提携に伴い実施される第三者割当増資により財政状態も改善することが見

込まれております。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 3,390,000 3,390,000
大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）

単元株式数

1,000株　

計 3,390,000 3,390,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年６月30日

（注）　
1,125 3,390 49,500 462,750 49,500 328,450

　（注）有償第三者割当

　　　　発行価格　　88円

　　　　資本組入額　44円

　　　　割当先　　　株式会社神戸物産、高島順

　

（６）【大株主の状況】

　当第１四半期会計期間において、株式会社神戸物産及び高島順氏から平成22年６月30日付の大量保有報告書

の写しの送付があり、平成22年６月30日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けてお

りますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができておりません。

氏名又は名称 住所 保有株券等の数（株） 株券等保有割合（％）

　株式会社神戸物産  兵庫県加古郡稲美町中一色883番地 　800,000　 　23.6

　高島順  東京都港区 325,000　 9.6　
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －　

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     1,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,260,000 2,260 －

単元未満株式 普通株式     4,000 －
　１単元（1,000株）未満

の株式

発行済株式総数 2,265,000 － －

総株主の議決権 － 2,260 －

　 

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　石垣食品株式会社
東京都千代田区九段北１

丁目９番12号　
1,000 － 1,000 0.04

計 － 1,000 － 1,000 0.04

　 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高（円） 110 97 107

最低（円） 93 85 80

　（注）　最高・最低株価は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、東陽監査法人

による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 119,703 28,339

受取手形及び売掛金 108,187 70,291

商品及び製品 28,471 30,063

原材料及び貯蔵品 39,892 27,943

その他 3,432 2,673

貸倒引当金 △416 △236

流動資産合計 299,270 159,074

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 71,190

※1
 72,957

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 7,189

※1
 7,794

土地 47,780 47,780

リース資産（純額） ※1
 3,921

※1
 4,278

建設仮勘定 22 －

その他（純額） ※1
 2,718

※1
 2,808

有形固定資産合計 132,823 135,620

無形固定資産

リース資産 14,195 15,485

その他 15,281 15,738

無形固定資産合計 29,476 31,224

投資その他の資産

投資有価証券 16,469 31,780

その他 6,777 6,844

投資その他の資産合計 23,247 38,625

固定資産合計 185,547 205,469

資産合計 484,818 364,544

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 56,443 40,230

リース債務 6,917 6,917

未払法人税等 792 1,623

賞与引当金 330 1,260

未払金 37,443 30,073

その他 6,472 3,565

流動負債合計 108,400 83,670

固定負債

リース債務 12,105 13,834

繰延税金負債 1,914 3,795
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

固定負債合計 14,020 17,629

負債合計 122,420 101,300

純資産の部

株主資本

資本金 462,750 413,250

資本剰余金 328,450 278,950

利益剰余金 △415,979 △419,907

自己株式 △782 △782

株主資本合計 374,437 271,509

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,790 5,529

為替換算調整勘定 △14,829 △13,795

評価・換算差額等合計 △12,039 △8,265

純資産合計 362,397 263,243

負債純資産合計 484,818 364,544
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 160,166 144,999

売上原価 99,327 86,415

売上総利益 60,838 58,584

販売費及び一般管理費 ※2
 64,621

※2
 59,054

営業損失（△） △3,782 △469

営業外収益

受取利息 11 5

受取配当金 378 319

雑収入 742 328

営業外収益合計 1,132 653

営業外費用

支払利息 120 －

為替差損 433 107

株式交付費 － 1,264

雑損失 9 20

営業外費用合計 563 1,391

経常損失（△） △3,214 △1,207

特別利益

投資有価証券売却益 － 5,320

特別利益合計 － 5,320

特別損失

事業整理損 ※3
 926 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 40

特別損失合計 926 40

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△4,141 4,072

法人税、住民税及び事業税 145 145

法人税等合計 145 145

少数株主損益調整前四半期純利益 － 3,927

四半期純利益又は四半期純損失（△） △4,286 3,927

EDINET提出書類

石垣食品株式会社(E00471)

四半期報告書

13/21



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△4,141 4,072

減価償却費 4,709 4,184

貸倒引当金の増減額（△は減少） 262 181

賞与引当金の増減額（△は減少） － △930

受取利息及び受取配当金 △389 △325

支払利息 120 －

株式交付費 － 1,264

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） － △5,320

売上債権の増減額（△は増加） △40,102 △38,197

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,704 △10,695

仕入債務の増減額（△は減少） 19,020 16,521

未払消費税等の増減額（△は減少） 6,027 1,507

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 40

その他 9,802 7,029

小計 △2,985 △20,666

利息及び配当金の受取額 389 325

利息の支払額 △40 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,635 △20,341

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 2,042 －

投資有価証券の取得による支出 － △4

有形固定資産の取得による支出 △34,272 △198

投資有価証券の売却による収入 － 16,015

投資活動によるキャッシュ・フロー △32,229 15,812

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △3,000 －

株式の発行による収入 － 97,735

リース債務の返済による支出 △1,729 △1,729

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,729 96,006

現金及び現金同等物に係る換算差額 209 △113

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △39,385 91,364

現金及び現金同等物の期首残高 78,049 28,339

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 38,663

※
 119,703
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当社グループは、前連結会計年度まで５期連続して営業損失、経常損失及び当期純損失を計上していることから、継続

企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

当社グループは、当該状況を解消・改善すべく、取締役会及び常務会が中心となって策定した事業再建計画に従って前

連結会計年度までに、役員報酬、社員給与及び子会社管理職社員の減俸、本社組織の簡素化、本社不動産の売却、不採算事

業及び子会社からの撤退、国内工場の統廃合及び廃止工場不動産の売却、有利子負債の完済、本社機能の移転に伴う賃借

料等の削減を行ってまいりました。

また、当連結会計年度においても、引き続き一般経費の圧縮や営業力及び商品開発力の強化を図るなど、財務状況の改

善に継続的に努めております。

更に、当社は平成22年６月14日開催の取締役会において、株式会社神戸物産との間で資本提携及び業務提携に関する基

本合意書を締結することを決議いたしました。これに伴い、商品の安定的な販路が確保され、売上高の安定的な計上と損

益の健全化が見込まれるほか、資本提携に伴い実施される第三者割当増資により財政状態も改善することが見込まれて

おります。　

しかし、これらの施策は実施途上であり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を

四半期連結財務諸表に反映しておりません。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第１四半期連結会計期間

（自　平成22年４月１日　

　　至　平成22年６月30日）

会計処理基準に関する

事項の変更

資産除去債務に関する会計基準の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号

　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、営業損失及び経常損失は10千円増加し、税金等調整前四半期純利益は50千円減

少しております。　

【表示方法の変更】

　当第１四半期連結会計期間

（自　平成22年４月１日

　　至　平成22年６月30日）　

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第１

四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。　

　

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．棚卸資産の評価方法 　当四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関して、実地棚卸を省略し

前連結会計年度に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する

方法および棚卸資産の簿価切下げに関して収益性の低下が明らかなものにつ

いてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 227,172千円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 224,929千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

―――　 ※１　当社グループの売上高は、飲料事業のウェイトが高い

ため、夏季に多く計上されるという季節的変動があり

ます。　

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は以下

のとおりです。　

販売促進費 29,322千円

役員報酬　 2,986

給料手当　 9,872

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は以下

のとおりです。

販売促進費 24,890千円

役員報酬　 2,686

給料手当　 10,054

賞与引当金繰入　 135

※３　事業整理損

　　　　事業整理損は、事業再編に伴い生じた工場統廃合費用

及び本社移転費用等であります。　

―――　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

 （千円）

　現金及び預金勘定 38,663

　預入期間が３か月を超える定期預金　 －

　現金及び現金同等物　 38,663

 （千円）

　現金及び預金勘定 119,703

　預入期間が３か月を超える定期預金　 －

　現金及び現金同等物　 119,703

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　3,390,000株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　1,779株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。　

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

５．株主資本の金額の著しい変動　

　当社は、平成22年６月30日付で、株式会社神戸物産及び高島順氏から第三者割当増資の払込みを受けました。

この結果、当第１四半期連結会計期間において資本金が49,500千円、資本準備金が49,500千円増加し、当第１四

半期連結会計期間末において資本金が462,750千円、資本準備金が328,450千円となっております。　
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　当連結グループは食品の専門メーカーとして、同一セグメントに属する一般向商品及び業務用商品の製造、加

工、販売を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。

　 

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 日本（千円） 中国（千円） 計（千円）
消去または全社
（千円）

連結（千円）

売上高 160,166 19,476 179,642 (19,476)160,166

営業利益又は営業損失（△） 10,255 △196 10,059 (13,842)△3,782

　（注）国又は地域の区分の方法

　　　　国別に区分しております。

　 

【海外売上高】

　前第1四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　当社グループは、本社が取り扱う製品・サービス別に国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展

開しております。　

　その際の判断の基礎とする報告セグメントは、主にその取り扱う製品・サービスから「飲料事業」及び

「珍味事業」に分類しております。

　「飲料事業」は、麦茶等の嗜好飲料及び烏龍茶等の健康飲料を生産しております。「珍味事業」は、ビーフ

ジャーキーを生産しております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：千円）　

　
報告セグメント その他

（注）１　

　

合計

　

調整額

（注）２　

　

四半期連結

損益計算書

計上額　飲料事業 珍味事業 計　

　売上高　 　 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 80,987　 54,914　 135,902　 9,097　 144,999　 －　 144,999　

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － －　 －　 －　 －　 －　

計 80,987　 54,914　 135,902　 9,097　 144,999　 －　 144,999　

　セグメント利益 11,433　 7,000　 18,433　 521　 18,955　 △19,424　 △469　

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、乾燥野菜事業、ナルト

事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額19,424千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用19,424千

円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。　

　

（追加情報）

　当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号　平成20年３月21日）を適用しております。

　

（１株当たり情報）
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１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 106.95円 １株当たり純資産額 116.31円

２．１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失（△）金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失（△）金額 △1.89円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 1.72円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　　　　

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期純損益（千円） △4,286 3,927

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損益（千円） △4,286 3,927

期中平均株式数（株） 2,263,221 2,275,583

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年8月6日

石垣食品株式会社

取締役会　御中

東陽監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 福田　光博　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 森口　博敏　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている石垣食品株式会

社の平成21年4月1日から平成22年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（平成21年4月1日から平成21年

6月30日まで）及び第1四半期連結累計期間（平成21年4月1日から平成21年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、石垣食品株式会社及び連結子会社の平成21年6月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前連結会計年度まで4期連続して営業損失、経常損失及び

当期純損失を計上し、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については

当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の

影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。

　

　　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年8月6日

石垣食品株式会社

取締役会　御中

東陽監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 福田　光博　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 森口　博敏　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている石垣食品株式会

社の平成22年4月1日から平成23年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（平成22年4月1日から平成22年

6月30日まで）及び第1四半期連結累計期間（平成22年4月1日から平成22年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、石垣食品株式会社及び連結子会社の平成22年6月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前連結会計年度まで5期連続して営業損失、経常損失及

び当期純損失を計上し、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前

提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由について

は当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性

の影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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